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4まな形態が考えられる。調べ学習の道具としてコ
ンピュータ室と学校図書館を併用するということ
も，多くの学校現場においてすぐに取り組める実
践のひとつであろう。また，学校図書館の利用教
育についても，図書館資料から必要な情報を検索
する学習であると捉えれば，情報教育の一環とし
て位置付けることも可能となる。
教科「情報」の実践において，筆者は学校図書
館を活用する単元を取り入れた。勤務校の学校図
書館は約24,000冊の蔵書を有しているが，それら
が生徒に十分活用されているとは言い難い状況が
ある。教科「情報」では，学校図書館内に資料が
どのように排架されているかをグループ別に調査
する課題を通して，資料を整理する必要性や日本
十進分類法についての学習を行った。生徒は膨大
な図書館資料が規則的に排架されていることを知
り，情報の扱い方について興味を持ったようであ
った。
学校図書館で教科「情報」の授業を実施するこ
とは，普段コンピュータ室で授業を受けるのに慣
れている生徒たちにとって新鮮であったようであ
る。授業で示された課題に取り組む一方で，その
合間で見つけた本を友人同士で紹介し合ったり，
手にとって読み始めたりする姿も見受けられた。
もちろん，授業の課題を（悪気がないとはいえ）
おろそかにするのは感心できない。しかしこのよ
うな態度から，図書館資料に親しみたいという気
持ちを持っている生徒は多いと感じられた。生徒
の興味・関心を満たすという意味でも，情報教育
をはじめとする学校教育のさまざまな場面におい
て，学校図書館を学習の場として活用することは
効果的であろうと考えられる。筆者が学校図書館
で行った実践はこの一例であるが，教員の創意工
夫や各学校の特性に合わせ，他にもさまざまな実
践が考えられるだろう。
6.　おわりに：「想定外」を乗り越える
情報教育の必要性が生活のあらゆる場面で指摘
される現在ではあるが，学校現場では残念ながら
様々な要因により，十分に推進がなされていない
現状がある。その一方で，常に大小さまざまな変
化を続けながら「想定外」の事態が発生する現代
社会においては，「情報」に対する知識や技能が
我々に対してよりいっそう求められていると考え
られる。
2011年３月11日に発生した東日本大震災および
それに伴う災害や原子力事故では，新聞やテレビ
よりも遙かに速い情報が，インターネット上の新
しいサービス（たとえばTwitter7やSkype8）の活
用によって我々にもたらされた。有用な情報が多
数入手できる状態であった反面，多くのデマや誤
報が流れたことも報道され，政府が関係団体に対
応を要請する事態となった9。国民全員が高い情
報活用能力を身につける必要性があることが，こ
の震災や事故で示されたと言えよう。
情報社会を生きる我々は，これからも情報が氾
濫する「想定外」の時代を進んでいかなければな
らない。我々が得ることのできる情報には，有用
な真実も多くある一方で，マイナス要因となるデ
マや誤報なども多く含まれ，それらは区別なく混
ざり合って世界中を高速で行き交っている。そう
した時代を生きるために必要なことは，膨大な量
の情報を受信し，取捨選択し，適切に発信してい
くことである。こうした「情報活用能力」の育成
を担うのが情報教育であり，コンピュータ室や学
校図書館がその教育において果たす役割は大きい
と考えられる。そのためにはもちろん，情報教育
担当教員をはじめとする校内と学校図書館との密
接な連携が必要であろう。我々が激動の情報社会
を生きていくためには，学校図書館を活用した情
報教育の活性化を今後も推進していくことが大切
である。
（なかぞの　ながよし・筑波大学大学院図書館
情報メディア研究科　博士後期課程）
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